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４ W. D. Leahy, I Was There (MacGraw-Hill Book Co., N.Y., 1950), pp. 434–435.; J. F. Byrnes, Speaking Flnkley
(N.Y.: Harper & Brothers Publishers, 1950), pp. 209-208．なお、バーンズ回答の作成経緯については五百
旗頭真『米国の日本占領政策』上(中央公論社、1985年)に詳しく、本稿もこれに多くを依っている。
５ 外務省仮訳文による。























































































































































































































































































































































































































Sumio Hatano, The Acceptance of the Potsdam Declaration as the ‘August Revolution’
13
59 進藤栄一ほか編『芦田均日記』第1巻（岩波書店、1986年）、52頁。
60 同上、79－85頁。
61 前掲、江藤編『新装版　占領史録』、163頁。
62 『世界文化』（1946年５月号）。
第10項（民主主義的傾向の復活強化）との調和を図ろうとするものであった。しかし、「８月革
命説」は、第12項を「国民主権主義」の表現するものと解釈し、新憲法の根拠をここに求めよう
としたのである。米国側によって作成された新憲法の根拠として第12項が活用されるのである。
この宮沢教授の立場は、バーンズ回答第４項が「人民主権」なるがゆえにポツダム宣言受諾に強
硬に反対した陸軍省軍務局の解釈と同一であったが、それはまさしく「コペルニクス的転回」で
あったに違いない。
いずれにせよ、「８月革命説」は、新憲法が規定する「国民主権」を合理的に説明するための論
拠となる。46年６月、新憲法草案に関する日米折衝の過程において、天皇制問題に触れた民政局
のケーディス(Charles Kades)は、「天皇を除去せよとの要求を斥ける唯一の方法は、国民が何時
でも欲するならば天皇を除去し得る道を拓いておくことである」63と指摘し、ポツダム宣言第12項
に基づき「主権在民」の規定を新憲法に設けたのであると説明している。ケーディスの説明にし
たがえば、「主権在民」原則の憲法挿入と引き換えに、天皇制の存続が保証されたと言い得るので
ある。
５．結びにかえて―「平和主義」の規範化
宮沢は松本委員会の一委員として、「ポツダム宣言第10項の目的を達するため」に起草された
「憲法改正要綱」の本文や説明文書の作成にも深く関与していた。その宮沢が、その部分的改正論
の立場を放擲して、「８月革命説」を採用するに至ったのはなぜであろうか。
この問題を考察した江藤淳は、宮沢はＧＨＱ草案を検討する機会を与えられ、それが国際合意
としてのポツダム宣言を「逸脱する」性格のもので、むしろ「初期の対日方針」（前掲）に準拠し
ていることを知った。しかし、米国政府の内部文書である「初期の対日方針」にＧＨＱ草案の根
拠を求めることは困難であり、そこでポツダム宣言第12項に根拠を求めたのだ、という。こうし
た検討を踏まえ、江藤は、「８月革命説」とは「『初期の対日方針』の意図を隠蔽しつつ、同時に
これを合理化しようとした手品のような学説」と評した64。
だが、詳細は省くが、「初期の対日方針」は必ずしもポツダム宣言を「逸脱」しているとは言い
切れない。とすれば、何が宮沢を「８月革命説」に駆り立てたのであろうか。
宮沢は、「８月革命説」を『改造』（46年３月号）に、「憲法改正について」という一文を掲載
し、「このたびの憲法改正の理念は一言でいえば、平和国家の建設といふことであらうと思ふ。…
憲法改正は専らこの理念にもとづいて為されなくてはならない。…いちばんいけないことは、真
に平和国家を建設するといふ高い理想をもたず、ポツダム宣言履行のためやむなくある程度の憲
法改正を行ってこの場を糊塗しようと考へることである」と論じている。
さらに、軍に関する規定について、「平和国家として再建して行かうといふ理想に徹すれば、…
日本は永久に全く軍備を持たぬ国家―それのみが真の平和国家である―として立って行くのだと
いふ大方針を確立する覚悟が必要ではないかとおもふ。」とも記し、すでに戦争放棄条項の存在を
知っていたかのような書き振りである。実際、江藤が指摘するように、この一文を執筆する以前
筑波大学大学院人文社会科学研究科『国際日本研究』 第６号（2014年）
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63 前掲、江藤編『新装版　占領史録』、353頁。
64 同上、406－413頁。
にＧＨＱ草案を眼にしていた。
宮沢は、ＧＨＱ草案に触れ、戦争放棄・武装放棄を根本理念とする「平和主義」を憲法の根幹
にすえ、その規範化を図らない限り、戦前体制の克服は困難との思いに至ったのではなかろうか。
法治国家擁護のための法実証主義が硬直的に適用されたことから、法の名のもとに強権政治を招
き、戦争を正当化し、憲法体制の崩壊を招いた。こうした過去との断絶のためには、ケルゼン的
な法実証主義の立場を超える必要があった。宮沢によれば、日本は、政治の大方針や道徳の準則
を成文法で定めるのは無意味と考える癖から脱する必要があるという。「永年の軍国主義を捨てて
平和主義を確立しようとする日本である。その新しい大原理を明文をもって憲法に定めてこそ憲
法改正の意味があるのではないか。…とりわけ現在のような大変革が行われる際には高い理想に
もとづく大きな原理をプログラムとしてかかげることが望ましい。」65
こうした宮沢の「平和主義」の憲法規範論の延長に位置するのが横田喜三郎の国際規範論であ
る。新憲法の制定を契機として、「平和主義」の国際的な規範性を訴える横田の主張は、国際政治
論においても正統的な地位を占めていた。「平和主義」の国内的規範化が平和憲法であるとすれ
ば、国際的な規範化をアピールすることも日本の役割であると認識された。横田は、第一次大戦
後の戦争違法化の流れにあるものとして戦争放棄の規定を積極的に評価し、その延長線上に世界
主権論や世界政府論を説いていた66。
また、平和条約の準備作業に着手していた外務省の最初の研究報告（46年５月）においても、
講和に臨むにあたって、「国際正義」の確立のため、日本は非武装の「永世中立国」をめざし、平
和条約には戦争放棄の趣旨を規定する一方、「国際連合より更に一歩を進め世界政府の樹立の原
則」や「調印国は国家の政策の手段としての戦争を放棄する旨の規定を国内法中におくことが望
ましきこと」を主張するものとされていた67。しかし、こうした議論は、あまりに法律的で、規
範的であり、戦争の原因となりうる政治的不公正や経済的不平等の問題を捨象しているとして批
判をあび、やがて後退することになる。
こうして、横田や戦後初期の外務省の「平和主義」の国際規範化の試みは国際的には受け入れ
られなかったが、宮沢の説く「平和主義」の憲法規範論は国内的に受け入れられ、実際の制憲過
程にも反映されたという相違がある。
以上の過程は、戦後日本の「平和主義」が、きわめて内向きの規範的議論に終始してきた所以
を映し出しているのである。
波多野澄雄　国体護持と「八月革命」
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65 枢軸諸国における統治体制の断絶による「過去の克服」という議論は、石田憲『敗戦から憲法へ　日独
伊憲法制定の比較政治史』（東京大学出版会、2009年）が参考となる。引用は本書による。
66 横田の議論については、竹中佳彦『日本政治史の中の知識人（下）』（木鐸社、1995年）、501－526頁。ま
た、酒井哲哉『近代日本の国際秩序構想』（岩波書店、2007年）、34頁、58－59頁、252－253頁も参照。
67 外務省戦後記録「平和条約問題研究幹事会　第一次研究報告」（1946年５月）。
